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ており、当社ではワードプロセッサファイルの元データをＨＴＭＬファイルに変換することによ

り提出文書を作成しております。 

本文書はその変換直前のワードプロセッサファイルを元に作成されたものであります。 
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１【提出理由】 

 平成17年６月27日付で提出いたしました第35期（自平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告

書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提

出するものです。 

 

２【訂正事項】 

 

第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 

４ 事業等のリスク 

 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

注記事項 

関連当事者との取引 

 

３【訂正箇所】 

 訂正前及び訂正後の各有価証券報告書における訂正箇所を    罫で示しております。 
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第一部【企業情報】 
 

第２【事業の状況】 
 

４【事業等のリスク】 

 

（訂正前） 

４ 国の保有する当社株式について 

 石油公団が保有していた当社株式（49.94％）は、同公団の解散に伴い、平成17年４月１日付で国（経済産

業大臣）に承継されました。この政府保有株式は引き続き売却される可能性があり、その時期、方法、数量等

によっては、当社の株価に影響を与える可能性があります。 

 

（訂正後） 

４ 国際石油開発株式会社の株価変動に伴うリスクについて 

 当社は、従前より国際石油開発㈱の株式を保有しており、平成17年３月末現在の持株比率は12.93％となっ

ております。平成16年11月17日、同社の株式は東京証券取引所市場第一部に上場され、当社は同社株式を時価

評価することとしました。これに伴い、当社の平成17年３月期連結会計年度末の投資有価証券の残高は

216,467百万円、うち、国際石油開発㈱の株式は142,452百万円となり、平成16年３月期連結会計年度末の投資

有価証券残高84,771百万円、うち同社株式6,512百万円との比較では、主として、同社株式に係る評価差額

130,495百万円の計上により残高が増加しました。同社の連結業績や株価は、当社グループと同様に、原油価

格の動向等により変動する傾向があるため、同社株価が変動した場合、当社グループの財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

５ 国の保有する当社株式について 

 石油公団が保有していた当社株式（49.94％）は、同公団の解散に伴い、平成17年４月１日付で国（経済産

業大臣）に承継されました。この政府保有株式は引き続き売却される可能性があり、その時期、方法、数量等

によっては、当社の株価に影響を与える可能性があります。 

 また、同公団による当社への出資に際して、同公団と当社との間には、昭和45年５月20日付で覚書が締結さ

れており、当該覚書には、「定款の変更」「資本金の増減、または社債の発行」「決算および利益金の処分」

「営業の一部もしくは全部の譲り渡し、または譲り受け」「役員候補者の決定」「資産または事業経営に重要

な影響のある事項」に関して、同公団との間で協議を行う旨が定められておりますが、上述した当社株式の国

への承継に伴い、当該覚書についても同日付で国に承継されました。なお、当該覚書の運用は当社の経営の独

立性を尊重する形で行われており、当該覚書の存在が、当社の事業の妨げとなったり、事業内容の制約となっ

たことはありません。 
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第５【経理の状況】 
 

１【連結財務諸表等】 

 

(1）【連結財務諸表】 

注記事項 

【関連当事者との取引】 

 

（訂正前） 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

（省略） 

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）兄弟会社等 

（省略） 

(2）子会社等 

関係内容 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高
（百万円）

債務保証 6,260 － 6,260

関連会社 
JJI S&N 
B.V. 

オランダ
王国アム
ステルダ
ム 

千ユーロ 
36,883 

石油資
源の開
発、生
産 

（所有）
直接 

41.67

役員 
２名

事業資
金借入
金の債
務保証

事業資金
の貸付 

1,073 
流動資産 
「その他」

1,073

 （注）JJI S&N B.V. の事業資金借入金の一部について、当社が債務保証をしております。 

 

（訂正後） 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

（省略） 

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）兄弟会社等 

（省略） 

(2）子会社等 

関係内容 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高
（百万円）

債務保証 6,260 － －

関連会社 
JJI S&N 
B.V. 

オランダ
王国アム
ステルダ
ム 

千ユーロ 
36,883 

石油資
源の開
発、生
産 

（所有）
直接 

41.67

役員 
２名

事業資
金借入
金の債
務保証

事業資金
の貸付 

1,073 
流動資産 
「その他」

1,073

 （注）JJI S&N B.V. の事業資金借入金の一部について、当社が債務保証をしております。なお、保証料について

は、保証人と被保証人の間の協議により決定しております。 

また、事業資金の貸付利率については、市場金利を勘案して決定しております。 
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